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2019年度事業報告

2019年 4月 1日 から 2020年 3月 31日 まで

l.事業の経過および崖墨_(概要)

全ての人々にフィナンシャル・リテラシーを。この理念を実現することが我々の目的で

す。認定 NPOと して様々なアプローチで金融経済教育に取り組み、金融経済教育団体と

しての知名度向上、そして事業収益の確保を図って参りました。

高校生向けの金融経済教育イベントの「エコノミクス甲子園」など、金融経済教育イベ

ントの規模を拡大し、一定の実績を上げることができております。

この大会の様子は多くのメディアでの露出にもつながりました。

事業の選択と集中を進めた結果、財務状況も改善され、持続可能な運営に、一歩近づく

ことができました。

2019年 度の主要事業の概要、主な トピックは以下の通 りです。

|-1.金融知力普及啓蒙事業

① 第 14 回 エ コ ノミクス甲子園を開催

代々木オリンピックセンター大ホールにて第 14回 エコノミクス甲子園の全国大

会を開催いたしました。全国 45会場で地方大会を実施 し、インター不ット大会

代表の 1チームを加えた 46の代表チームで競技を行いました。大阪大会代表の

府立北野高校チームが優勝 し、優勝賞品としての NY研修旅行が贈られ、来年春

に実施予定です (今回は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴い、延期

とな りました)。 第 14回 大会は全国で 1,207チーム、2,414名 の高校生が参加を

してお ります。

金子・森育英奨学基金は継続 して実施 し 3名 の奨学生が選ばれてお ります。

② 饉 左二菫 二△二旦∠三型 堕
カー ドゲームで遊びながら経済用語や資産運用について学べる「経済 TCG エコ

ノミカ ブースターパック」を継続して販売いたしました。19年度も三井住友

DSアセットマネジメント社が、エコノミカをマスコットとして使用いただき大

きな大会を開き、エコノミクス甲子園全参加者に送付するなど、成果をあげまし

た。

③ 重塑塾菫■左ヒ生2生丞_上
=22生

2上二基星型_CEZ」」里三■2■2_2[土三」L=I三ヨ艶

インス トラクター向けの施策「フォローアップセミナー」を 2回実施いたしまし

た。セミナーの目的は、「インス トラクターのスキル向上」、「資格更新機会の提

供」となっております。座学での受講に加え、DVD受 講もできるようにし、全

国から56名 のインス トラクターが受講いたしました。



l-2.金融 力重育事業

① 通昼塾宣

2019年度の通信講座受講者数は以下のとおりです。

② セミナー・研修

2019年度に当協会が主催、受話、講師派遣した主な研修と受講者数は以下の通

りです。

l二3_」 その他特記事項

① 寄附金

個人から 305万 円、法人から 100万 円、エコノミクス甲子園関連は 2,145万 円

のご寄附を頂きました。

新版通信講座 新規受講者数 昨年度 累計受講者数
ベーシック コース 66名 93名 1754名

アドバンス ド コース 1″
1●コ 2名 706名

合 計 67名 95名 2460名

研修・セミナー 参加人数

【日本証券業協会 四国地区協会】

教員関係者向け 金融掲示セミナー

(四 国内の中学校、高等学校の教員の方を対象)

30人



‖.財 の状況

2019年度の収支の状況は添付のとおりとなっています。協会では例年公認会計士に

全件監査を委託しており、引き続き財務会計の公正性、透明性を高めてまいります。

。経常収益は合計で、5,998万 円か ら 6.510万 円への増加で した。

・事業費は4,605万 円で、そのうち 1,133万 円が人件費となっております。

・管理費は 1,099万円となってお ります。そのうち 733万 円が人件費です。

・事業費と管理費を合計した経常費用は、昨年の 6,745万 円から 5,704万 円へ減少いた

しました。

。2019年 度の利益は 799万 円となってお ります。

以 上



活 動 計 算 書

自 平成31年 4月 1日

至 令和 2年 3月 31日

(一般会計)

(経常損益の部)

I経常収益

1.受取会費

正会員会費収入

賛助会員会費収入

正会員入会金

賛助会員入会金

2.受取寄附金

エコノミクス寄附金収入

一般寄附金収入

3.事業収益

通信講座受講収入

受託事業料収入

試験認定料収入
エコノミクス甲子園収入

教材等販売収入

セミナー受講料収入

エコノミカ販売収入

その他の収入

4.その他収益

受入利息

受取助成金

雑収入

経常収益計

Ⅱ経常費用

1.事業費

(1)人件費

給料手当

雑給

法定福利費

福利厚生費

給与負担金

人件費計

人 融知力普及協会

65,102,409

科 目 金 額
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(2)その他経費

業務委託費

教材製作費

教材購入費

エコノミクス甲子園経費
エコノミカ経費

広告宣伝費

通信運搬費

自主開催セミナー経費

社会教育活動費

ハジメテ投資プロジェクト

旅費交通費

消耗品費

事務用品費

水道光熱費

調査費

器具備品費

賃借料

支払手数料

その他

その他経費計

1,279,709

2, 145,064

42,681

22,454,594

4,596,375

136, 538

972, 288

425,983

75,412

5,238

153,241

229,403

100,253

79,659

35,364

414,720

1,260,036

123,120

192,662

2.管理費

給料手当

法定福利費

福利厚生費

調査費

印刷費

旅費交通費

事務用品費

水道光熱費

諸会費

支払手数料

保険料

支払報酬

賃借料

租税公課

教育研修費

雑費

管理費計

経常費用計

Ⅲ経常外収益

Ⅳ経常外費用

雑損失

法人税等

34,722,340

10,990,779



活 動 計 算 書

自 平成31年 4月 1日

至 令和 2年 3月 31日

(奨学基金特別会計)   特定非営利活動法人 金融知力普及協会
科 目 金 額

I経常収益

1.奨学基金取崩額

2.奨学基金運用収益

経常収益計

Ⅱ経常費用

1.奨学基金支払額

2.奨学基金募集費

3.給料手当

4.通信運送費

5.消耗品費

6.事務用品費

7.租税公課

8.支払手数料

9.雑 費

経常費用計

Ⅲ当期収支差額
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(一般会計)

貸 借 対 照 表

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 金融知力普及協会

科 目 金 額

I資 産 の 部

1流動資産

現 金 預 金

未   収   金

貯   蔵   品

その他の流動資産

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)投  資  等

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負 債 の 部

1流動負債

未   払   金

預   り  金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

前期繰越正味財産

基   本   金

前期繰越収支差額

前期繰越正味財産合計

当期 正 味 財産 増 加 額

正 味 財 産 合 計

負債及び正味財産合計

31,955,501

124,881

7, 804,820

1,311,786

′
４

40,092, 783

△ 8,622,939

1,733,325

0

1,733.325

844



(奨学基金特別会計)

貸 借 対 照 表

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 金融知力普及協会

科 目 金 額

I資 産 の 部

1流動資産

現 金 預 金

奨 学 基 金 預 ケ 金

2 固定資産

(1)投  資  等

投資有価証券

24,929,748

l 7,193, 577 4 2 123 325

9,407,000

4 2 123 325

9 407 0009,407, 000
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Ⅱ 負 債 の 部

1流動負債

奨 学 基 金 勘 定

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

前期繰越収支差額

投資有価証券評価差額金

当期正味財産増加額

正 味 財 産 合 計

49,383.425 49,383,425

2,818,221

△ 671,321

0

2. 146,900

49,383,425

0

2, 146,900

2,818 221

負債及び正味財産合計



財務諸表の注記

1.重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2017年 12月 12日 一部改訂 NPO法 人

会計基準協議会)|こ よっています。

(1)奨学基金特別会計の会計処理

奨学基金事業の財政状態及び事業収支の状況を明らかにするため従来の会計を

一般会計と特別会計とに区分し、奨学基金事業は特別会計として区分経理する方法

を採用しています。なお、財産目録は法人全体で作成しています。

(2)固定資産の減価償却の方法

該当ありません。

(3)引 当金の計上基準

該当ありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当ありません。

(5)ポ ランティアによる役務の提供

該当ありません。

(6)消費税等の会計処理

税込方式

2.会計方針の変更

ありません。



(法人全体)

財 産 目 録

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 金融知力普及協会

科 目 金 額

210,852

30,690, 195

550, 848

24,929, 748

239, 175

264,431

17, 193,577

74.078,826

7. 804, 820

230, 841

1,080,945

124. 881

9,241.487

4.583,000

2.442,000

2,382,000

9,407,000

83,320.313

9,407,000

49, 8
４

．

92,727,313

51, l16,750

I資 産 の 部

1流動資産

現 金 預 金

現  金 現金手許有高

普通預金 みずほ銀行兜町支店2回

三菱UFI銀 行11本格支店

みずほ銀行兜町支店

:奨学基金口※

三井住友銀行東京中央支店

郵 便 振 替 貯 金  2口

奨学基金 I]座 SMBC日 興証券欄八■洲支店×

小計

未 収 金

教材販売、年会費他

貯 蔵 品

教材等期末在庫高

その他の流動資産

前払費用

仮 払金  海外||,張経費

小 計

流動資産合計

2固定資産

(1)投 資等

投資有価証券

三菱商事※

Oneリ ー ト投資法人※

プレミアム投資法人※

投資等合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負 債 の 部

1流動負債

未 払 金

各種講座.研修会等業務委託費等

―般会計

預  り 金

源泉税等

※奨学基金特別会計勘定

奨学基金未交付額

流動負債合計

2固定負債

固定負債合計

負債合計

正味財産 41,610,563

※印 特別 計帰属分



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度年間役員名簿 Jl甫驚膚界鑑灘騒I:ぷ,編掃′ξ話盟理想所
並

特定非営利活動法人 金融知力普及協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

|

住 所 又 は 居 所
氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

1

監 事
イ トウ モ トンゲ

伊藤 元重

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年
'   

月   日

年  月  日

2
監事理事・

イマイ キヨン

今井  激

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

3
監事

オゼキ

尾関

トモヨ

よもよ

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

4
監事

オノエ コウイチ

尾上 浩一

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

5
監事理事

カツヤ ヒロシ
 1

芸
 1

勝 矢

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

6
監 事

カネコ マサシ

金子 昌資

平成31年 4月 l日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

7
監 事理 事

コウヤマ タカオ

神山 孝雄

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

8
監事

サ トウ

佐藤

ヒデユキ

秀行

令和元年 11月 27日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

9
監事

シラネ トンハル

白根 壽晴

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

10
監 事理 事

スズキ

鈴木

タツロウ

美妻:1自 F

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年   月    日

年  月  日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11
理事・監 事

スズキ

鈴木

シゲハル

茂晴

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

12
監事

ナガシマ アキラ

永島 旭

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

13
監 事理事・

マエハラ

前原

ヤスヒロ

康宏

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

14
監事理事・

マツイ ヒデフミ

松井 秀文

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

15
監事理事・

ミヤウチ ヨシヒコ

宮内 義彦

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

16
監事

モリ マサブミ

森 正文

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

17
監 事理事・

モリタ ヒトン

森田 均

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年   月  日

18
監 事理事・

ワタナベ エイジ

渡温 英二

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

19 理

イズミ マサ ト

泉 正人

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

20
理 ・監事

マサキ アキオ

正木 彰夫

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

21 監 事

ヒガシカワ カッヤ

東川 勝哉

平成31年 4月 1日

令和元年9月 30日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 金融知力普及協会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

広瀬 美貴子

2
桑原 徳雄

3
芝 正則

4
田村 佳枝

5

牛山 吉彦

6

小原 信男

7
船津 正敏

8
西山 悦子

9
高山 久美子

10
黒高原 多恵子

11

12


